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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第24期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第23期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 31,266 27,891 120,276

経常利益（百万円） 2,106 471 2,258

四半期（当期）純利益（百万円） 1,195 283 707

純資産額（百万円） 30,215 28,673 28,652

総資産額（百万円） 55,573 48,722 52,080

１株当たり純資産額（円） 1,317.081,270.481,271.29

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 52.52 12.76 31.41

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 54.0 57.9 54.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
931 △424 4,164

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△631 △696 △2,155

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△420 △422 △1,440

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 12,211 11,388 12,900

従業員数（人） 1,023 908 893

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 908[312]

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含んでおりま

す。）は、［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 61[1]

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、臨

時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。）は、［　］内に当第１四半期

会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類
当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）
生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

メモリ 5,027 64.1

ストレージ 12,878 85.3

ネットワーク 5,611 95.2

その他 5,519 93.0

合計 29,037 83.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類
当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）
販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

メモリ 4,901 67.2

ストレージ 13,095 100.3

ネットワーク 4,889 92.0

その他 5,006 89.5

合計 27,891 89.2

　（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ダイワボウ情報システム㈱ 4,898 15.7 3,932 14.1

ヤマダ電機㈱ 3,874 12.4 4,403 15.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高が前年同四半期を10.8％下回る厳しい結果となりました。これは世界的

な経済環境の悪化を受け、法人、個人ともにパソコン関連の出費を抑えたため、関連する周辺機器市場も縮小を余儀な

くされたことによるものです。当社グループはこのような厳しい状況に対応し、シェアを確保する一方で原価低減と

経費削減に努め利益面では期初の計画を上回りましたが、売上減少の影響が大きく前年同四半期比では大幅な減益と

なりました。

　主要な製品別の状況は以下の通りです。

　メモリ製品では、パソコンのメモリ初期搭載容量が大容量化し、メモリモジュールの追加購入需要が減少したことに

より、主力のメモリモジュールの販売台数が前年同四半期比27.6％減少しました。また、DRAM（半導体部品）価格の急

激な低下により販売価格が低下し、売上高は前年同四半期比45.8％減少しました。

　USBメモリに代表されるフラッシュ製品においては、昨年来海外からの低価格品の流入が続き競争が激化する中、懸

命な販売努力により販売台数は増加しましたが、メモリモジュールと同様に販売価格が低下し、売上高では前年を下

回る結果となりました。

　ストレージ製品では、主力のハードディスク製品において販売価格低下に苦しみながらも高シェアを維持し、販売台

数を前年同四半期比27.4％伸ばすとともに付加価値製品を投入しましたが、価格競争から脱しきるには至らず、売上

高は前年同四半期比5.9％増加に留まりました。

　NAS（ネットワーク接続ハードディスク）製品につきましては、海外での需要低迷が響き、売上高は前年同四半期比

15.3％減少となりました。

　ネットワーク製品は、厳しい環境にもかかわらず前年同四半期比ほぼ横ばいの販売台数を維持し、売上高は前年同四

半期比8.0％の減少となりましたが、利益率の高い無線LANを中心に利益面で貢献しました。

　デジタルホーム製品では、従来のアナログＴＶを活用できる地デジチューナーを発売し、今後大きく成長が見込まれ

るデジタルホーム市場に具体的な一歩を踏み出しましたが、前年同時期発売のフルセグチューナーには及ばず、販売

台数は前年同四半期を上回りましたが、売上高は前年を大きく下回る結果となりました。

　また、サプライ・アクセサリ製品は販売努力により、売上高は前年同四半期5.1％の伸張となり、利益面でも貢献しま

した。

　近年、売上高の伸びが高かった海外子会社の売上高は、北米では前年に比べ18.7％減、欧州では24.5％減となりまし

たが利益面では改善し、当第１四半期におきましては海外子会社全体で黒字化いたしました。これは海外市場での販

売製品の絞込みを行い、シェアを勘案しつつも各製品群の利益を注視する方針に転換したことによるものです。

　これらにより、当第１四半期の売上高は278億91百万円（前年同四半期比10.8％減）、営業利益４億39百万円（同

79.1％減）、経常利益４億71百万円（同77.6％減）、四半期純利益２億83百万円（同76.3％減）となりました。

　

  ［製品分類別連結売上高］

 

 平成21年３月期
（第１四半期累計期間）

 平成22年３月期
（第１四半期累計期間） 前年同四半期増減比

（％）
 金額（百万円） 構成比（％）  金額（百万円） 構成比（％）

メモリ 4,820 15.4 2,614 9.4 △45.8

フラッシュメモリ 2,472 7.9 2,286 8.2 △7.5

ストレージ 9,567 30.6 10,133 36.3 5.9

ＮＡＳ 3,495 11.2 2,961 10.6 △15.3

ネットワーク 5,315 17.0 4,889 17.5 △8.0

デジタルホーム 1,298 4.1 772 2.8 △40.5

サプライ・アクセサリ 2,153 6.9 2,262 8.1 5.1

ＤＯＳ／Ｖパーツ 865 2.8 888 3.2 2.7

液晶ディスプレイ 425 1.4 334 1.2 △21.4

サービス 687 2.2 616 2.2 △10.3

その他 166 0.5 129 0.5 △22.3

合計 31,266 100.0 27,891 100.0 △10.8
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所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。

①日本

　サプライ・アクセサリ製品を主力とする株式会社バッファローコクヨサプライは売上が伸張しましたが、株式会

社バッファローとシー・エフ・デー販売株式会社ではメモリ製品の販売台数減少などの影響で売上高は前年を下

回り260億89百万円（前年同四半期比12.1％減）となりました。　

②東南アジア

　グループ内の株式会社バッファロー向けの売上が減少し売上高は27億79百万円（同32.3％減）となりました。　

③北米

　米国での販売対象製品の絞込みを行い、売上高は14億66百万円（同18.7％減）となりましたが、営業利益は黒字化

いたしました。　

④欧州

　メモリ製品の売上減少が響き、売上高は25億21百万円（同24.5％減）となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は487億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億58百万円減少しまし

た。流動資産は430億25百万円となり33億19百万円減少しました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少34億87百

万円によるものです。

　固定資産は56億96百万円となり38百万円減少しました。

　負債合計は200億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ33億79百万円減少しました。流動負債は181億５百万円

となり33億61百万円減少しました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少15億85百万円と、その他流動負債の減少

17億43百万円によるものです。固定負債は19億43百万円となり17百万円減少しました。

　純資産は286億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ21百万円増加しました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は,前年同四半期比８億22百万

円減少の113億88百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は４億24百万円（前年同四半期は９億31百万円の増加）となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益５億36百万円、売上債権の減少39億９百万円の資金増加に対し、たな卸資産の増加15億

38百万円と、仕入債務の減少21億円の資金減少があり、加えて法人税等の支払12億62百万円を行ったことによるも

のです。なお法人税等の支払は、主として預り源泉所得税の納付によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は６億96百万円（前年同四半期は６億31百万円の減少）となりました。これは主に、

定期預金の預入による支出10億円、有形固定資産の取得による支出１億59百万円の資金減少と、定期預金の払戻に

よる資金増加５億１2百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は４億22百万円（前年同四半期は４億20百万円の減少）となりました。これは主に

配当金の支払３億77百万円と長期借入金の返済45百万円によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 　

　

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、607百万円であります。なお、当第１四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,000,000

計 97,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

 提出日現在発行数（株）

（平成21年8月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,237,873 22,237,873

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 22,237,873 22,237,873 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　①　平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 100

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,735

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成22年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       2,735（注）１

資本組入額     1,368

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当

社グループ会社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位にあることを要す。ただし、当社または当社グルー

プ会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りではない。

②　新株予約権者の相続人は権利行使できないものとす

る。

③　その他の条件は、当社取締役会決議に基づき定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 

（注）１．新株予約権１個当りの払込金額は、次により決定される１株当りの払込金額に新株予約権１個当りの目的とな

る株式の数を乗じた金額とし、１株当りの払込金額は、平成17年６月１日から６月末日までの各日（取引が成

立しない日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じ

た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該

新株予約権発行の日の終値とする。なお、新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は①

の算式により、また時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除く）

を行う場合は②の算式によりそれぞれ払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

①　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

②　調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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２．当社が消滅会社となる吸収合併を行う場合または新設合併を行う場合において、当社の株主総会で合併契約書

が承認されたときは、新株予約権を無償で消却することができる。また株式移転又は株式交換によって他社の

完全子会社となる場合においても、以下の条件に規定する新株予約権の継承がなされない場合、当社は新株予

約権を無償で消却することができる。

　当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社となる場合、かかる株式交換または株式移転に

際し、付与対象者に対する新株予約権にかかる義務を、当該株式交換によって完全親会社または株式移転に

よって設立する完全親会社に継承させるものとする。ただし、かかる株式交換についての株式交換契約書にお

いてまたはかかる株式移転についての株主総会において、付与対象者に対する新株予約権にかかる義務の継承

に関する事項が以下の定めに沿って記載されまたは継承されることを条件とする。

(1）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

継承する新株予約権の目的となる株式の種類については、完全親会社の普通株式とし、その株式の数につ

いては、付与対象者に与えた株式の数（調整がなされた場合には調整後の株式の数）に、株式交換または

株式移転の際に当社普通株式１株に対して割当られる完全親会社株式の数（以下、「割当比率」という）

を乗じて計算し、１株未満の端数は切り捨てる。

(2）新株予約権の行使に際して払込をすべき金額

新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、次の算式により計算し、１円未満の端数は切り上げる。

　　承継後払込金額 ＝ 承継前払込金額 ×
１

割当比率
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

　①　平成18年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,201

新株予約権の行使期間
平成21年４月１日から

平成23年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格       3,201（注）１

資本組入額     1,601

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当

社グループ会社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位にあることを要す。ただし、当社または当社グルー

プ会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りではない。

②　新株予約権者の相続人は権利行使できないものとす

る。

③　その他の条件は、当社取締役会決議に基づき定める。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 

（注）１．新株予約権を割り当てる日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、その金額が新株予約権を割り当てるの日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。なお、当社が当社普通株

式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式併合の比率に応じ、次の

算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法

第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転

換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整され

るものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

　調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式

数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と

読み替える。さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記行使価額の調整を必要

とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整する

ことができる。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転（以下総称し

て「組織再編行為」という。）をする場合、合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社、吸収分

割をする株式会社がその事業に関して有する株利義務の全部又は一部を承継する株式会社、新設分割により設

立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は、株式移転により設立

する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の方針にて交付するものとす

る。ただし、下記の方針に沿う記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約又は株式移転計画の承認議案につき株主総会の承認を受けた場合に限るものとする。

(1）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。 

(2）各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下「承継後

株式数」という）とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

(3）新株予約権を行使することのできる期間

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約権の行

使期間の満了日までとする。 

(4）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備に関する事項

組織再編行為の条件に準じて、決定する。 

(5）各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

行使価額につき合理的な調整がなされた額に、承継後株式数を乗じた額とする。 

(6）その他の新株予約権の行使条件並びに新株予約権の取得事由

組織再編行為の条件に準じて、決定する。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成21年４月１日～

　

平成21年６月30日

－ 22,237,873 － 1,000 － 250

(5) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株）　 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） －　 － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 22,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,162,800 221,628 －

単元未満株式 普通株式 52,773 － －

発行済株式総数 22,237,873　 － －

総株主の議決権 － 221,628 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社メルコホール

ディングス

名古屋市中区大須四

丁目11番50号
22,300 － 22,300 0.10

計 － 22,300 － 22,300 0.10

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,247 1,320 1,317

最低（円） 1,071 1,159 1,180

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,388 13,412

受取手形及び売掛金 15,203 18,690

商品及び製品 5,916 5,281

原材料及び貯蔵品 5,342 4,392

その他 4,226 4,616

貸倒引当金 △51 △47

流動資産合計 43,025 46,345

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,430

※1
 1,487

無形固定資産

のれん 119 130

その他 2,451 2,568

無形固定資産合計 2,571 2,699

投資その他の資産

その他 1,922 1,807

貸倒引当金 △227 △258

投資その他の資産合計 1,694 1,549

固定資産合計 5,696 5,735

資産合計 48,722 52,080

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,347 15,933

未払法人税等 69 96

役員賞与引当金 1 6

その他 3,686 5,430

流動負債合計 18,105 21,467

固定負債

退職給付引当金 683 631

役員退職慰労引当金 519 514

リサイクル費用引当金 157 219

その他 582 595

固定負債合計 1,943 1,960

負債合計 20,048 23,427
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 774 774

利益剰余金 26,715 26,810

自己株式 △57 △57

株主資本合計 28,433 28,527

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 64 5

繰延ヘッジ損益 5 0

為替換算調整勘定 △278 △290

評価・換算差額等合計 △208 △285

新株予約権 4 4

少数株主持分 444 405

純資産合計 28,673 28,652

負債純資産合計 48,722 52,080
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 31,266 27,891

売上原価 24,452 23,513

売上総利益 6,814 4,378

販売費及び一般管理費 ※1
 4,709

※1
 3,938

営業利益 2,105 439

営業外収益

受取利息 5 3

受取配当金 11 5

為替差益 － 35

その他 26 19

営業外収益合計 44 63

営業外費用

支払利息 2 0

デリバティブ評価損 34 22

その他 6 8

営業外費用合計 43 31

経常利益 2,106 471

特別利益

固定資産売却益 1 28

貸倒引当金戻入額 － 30

リサイクル費用引当金戻入額 － 73

受取補償金 9 －

過年度損益修正益 1 －

その他 1 －

特別利益合計 14 132

特別損失

固定資産売却損 0 0

子会社整理損 － 15

事務所移転費用 － 7

過年度損益修正損 4 40

その他 0 4

特別損失合計 5 67

税金等調整前四半期純利益 2,114 536

法人税、住民税及び事業税 263 99

法人税等調整額 596 114

法人税等合計 859 213

少数株主利益 59 39

四半期純利益 1,195 283
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,114 536

減価償却費 223 278

のれん償却額 10 10

受取利息及び受取配当金 △17 △8

支払利息 2 0

デリバティブ評価損益（△は益） 34 22

売上債権の増減額（△は増加） 5,984 3,909

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,554 △1,538

仕入債務の増減額（△は減少） 823 △2,100

未払費用の増減額（△は減少） △271 70

未収消費税等の増減額（△は増加） 136 △96

その他 59 △254

小計 3,545 828

利息及び配当金の受取額 17 8

利息の支払額 △2 △0

法人税等の支払額 △2,628 △1,262

営業活動によるキャッシュ・フロー 931 △424

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,000

定期預金の払戻による収入 － 512

有形固定資産の取得による支出 △150 △159

無形固定資産の取得による支出 △485 △74

その他 4 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △631 △696

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △33 △45

配当金の支払額 △387 △377

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △420 △422

現金及び現金同等物に係る換算差額 △95 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △216 △1,511

現金及び現金同等物の期首残高 12,428 12,900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 12,211

※1
 11,388
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「定期預金の預入による支出」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「定

期預金の預入による支出」は０百万円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（リサイクル費用引当金）

　リサイクル費用引当金は、製品の出荷台数に一定の計数を乗じて計算しておりますが、将来発生する費用をより合理

的に見積もるため、過去の実績を踏まえ、当第１四半期連結会計期間より計数の見直しを行っております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ６百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は79百万円増加しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,917百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,061百万円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

給料・賞与     1,330百万円

退職給付費用 34百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

運賃 659百万円

広告宣伝費 371百万円

支払手数料 773百万円

役員賞与引当金繰入額 8百万円

給料・賞与 1,263百万円

退職給付費用 45百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

運賃 370百万円

広告宣伝費 278百万円

支払手数料 945百万円

役員賞与引当金繰入額 1百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日） （平成21年６月30日）

 （百万円）

現金及び預金勘定 12,222

預入期間が３か月を超える定期預金 △11

現金及び現金同等物 12,211

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 12,388

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,000

現金及び現金同等物 11,388
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  22,237千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  22千株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　4百万円

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 377 17 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

当社グループは、コンピュータ周辺機器の製造・販売を主事業としている専門メーカーであり、当該事業の

売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益に占める割合が、いずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

当社グループは、コンピュータ周辺機器の製造・販売を主事業としている専門メーカーであり、当該事業の

売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益に占める割合が、いずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
26,321 288 1,795 2,86031,266 － 31,266

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

3,344 3,815 7 476 7,644 △7,644 －

計 29,666 4,104 1,803 3,33738,911△7,64431,266

営業利益

(又は営業損失△)
2,203 △51 △37 16 2,130 △25 2,105

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。
東南アジア……台湾
北米……米国
欧州……英国、アイルランド

　３．会計処理の方針の変更
（棚卸資産の評価に関する会計基準）
　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７
月５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で139百
万円増加しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、各セグメントの営業

損益に与える影響は軽微であります。

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、当社及び連結子会社は平成20年度の法人税法改正を契機に、資産の利用

状況等を見直しした結果、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、各セグメントの営業

損益に与える影響は軽微であります。
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当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）

東南
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
23,687 280 1,461 2,46227,891 － 27,891

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,402 2,498 5 58 4,965 △4,965 －

計 26,089 2,779 1,466 2,52132,857△4,96527,891

営業利益

(又は営業損失△)
410 14 6 △5 425 13 439

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。
２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

東南アジア……台湾
北米……米国
欧州……英国、アイルランド、オランダ

３．追加情報
（リサイクル費用引当金）
　リサイクル費用引当金は、製品の出荷台数一定の計数を乗じて計算しておりますが、将来発生する費用をよ
り合理的に見積もるため、過去の実績を踏まえ、当第１四半期連結会計期間より計数の見直しを行っており
ます。
　これにより、営業利益が日本で６百万円増加しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 960 1,795 2,860 5,616

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 31,266

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
3.07 5.74 9.15 17.96

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

アジア、オセアニア……香港、台湾、韓国、オーストラリア等

北米……米国、カナダ

欧州……英国、ドイツ、オーストリア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
アジア
オセアニア

北米 欧州 計

Ⅰ海外売上高（百万円） 1,196 1,461 2,462 5,120

Ⅱ連結売上高（百万円） － － － 27,891

Ⅲ連結売上高に占める

　海外売上高の割合（％）
4.29 5.24 8.83 18.36

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

アジア、オセアニア……香港、台湾、韓国、オーストラリア等

北米……米国、カナダ

欧州……英国、ドイツ、オーストリア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,270.48円 １株当たり純資産額 1,271.29円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 52.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 12.76円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（百万円） 1,195 283

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,195 283

期中平均株式数（千株） 22,767 22,215

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──── ────

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社メルコホールディングス

取締役会　御中

監査法人東海会計社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小島　興一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　久貴　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メルコホー

ルディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メルコホールディングス及び連結子会社の平成20年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

株式会社メルコホールディングス

取締役会　御中

監査法人東海会計社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小島　興一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　久貴　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メルコホー

ルディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メルコホールディングス及び連結子会社の平成21年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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